
「“完全制覇”２級ＦＰ技能検定 精選 学科 問題集（2023年版）」

2023年度 改 正 補 足 資 料

当改正資料は、標記問題集において法令や制度の改正により発刊時より変更が生じた箇所

について、2023年４月時点における標記問題集の改正箇所等を一覧でまとめたものです。

ご確認のうえご活用ください。

ＦＰＫ研修センター株式会社

【問題編】

頁 問題番号等 改正内容

25 問題23 2 (2行目）…出産育児一時金の額は、１児につき40万8,000円…

→ 48万8,000円

31 問題38 2 (2行目）…と基本月額との合計が47万円（2022年度価額）を…

→ 48万円（2023年度価額）

※ 以下、2023年度価額はすべて48万円に読み替える。

32 問題40 1 （選択肢1～3 共通）

2
…月額5,020円（2022年度価額）→月額5,140円（2023年度価額）

3

84 ○× 40 …に支払う募集・販売手数料の料率は…

→ …に支払う募集・購入時手数料の料率は…

85 解答 40 募集・販売手数料の料率は、…… 販売手数料が…

→ 購入時手数料 購入時手数料

※ 以下、販売手数料は、すべて購入時手数料に読み替える。

【解答・解説編】

頁 問題番号 改正内容

234 問題21 2 (3行目)
…（2022年度は16.4／1000） →（2023年度は18.2／1000）

235 22 (2行目)

※ 以下、2023年度料率は、すべて18.2/1000に読み替える。

235 問題23 (2行目) … 一児につき42万円（うち1.2万円が産科医療補償…

→ 50万円

237 問題25 2 (5～6行目) …、2022年度は85万円（後期高齢者支援金20万円…

→ 2023年度は87万円（後期高齢者支援金22万円…

239 問題30 4 （2行目）
2022年度は1000分の2.5～1000分の88… → 2023年度

31 1 （2行目）

241 問題33 1 (5行目以下）…、2023年4月以降は一般事業の保険料率が1000分の

12となるため、事業主負担率は、労働者と折半する1000分

の６を含めて1000分の9.5となる。

つづく
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頁 問題番号 改正内容

245 問題39 (2行目) …）の合計額が47万円を… → 48万円（2023年度価額）

※ 以下、2023年度価額はすべて48万円に読み替える。

245 問題40 選択肢1～3

月額5,020円（2022年度価額）→ 5,140円（2023年度価額）

選択肢2 1級の… 6,275円 → 6,425円（2023年度価額）

311 問題46 4 2024年以降、一般ＮＩＳＡとつみたてＮＩＳＡを一つにまとめた

新ＮＩＳＡが創設されるので、新規口座を開設する場合は、新Ｎ

ＩＳＡを利用することになる。

＜新ＮＩＳＡ制度の概要＞

新ＮＩＳＡは口座開設期間、非課税保有期間とも無期限とな

り、恒久化される。

新ＮＩＳＡの主な特徴は次のとおり。

① 年間の非課税投資限度額は、つみたて投資枠が120万円、成

長投資枠が240万円となる。同一年の併用も可能となり、両

者を併用した場合は年間360万円まで非課税投資が可能とな

る。

② 一生涯にわたる非課税保有限度額は1,800万円（うち成長投

資枠は1,200万円）上限となる。

③ 一生涯にわたり非課税保有限度額は取得対価の額で管理さ

れ、売却した場合は投資枠の再利用が可能となる

なお、現行のつみたてＮＩＳＡや一般ＮＩＳＡは新ＮＩＳＡとは

別枠で、当初の非課税保有期間（5年、20年）までは非課税措置が

継続されるが、新ＮＩＳＡへのロールオーバーはできない。

312 Ｐ ＮＩＳＡ口座

（口座開設期間の改正）

・ＮＩＳＡ、つみたてＮＩＳＡとも2023年12月まで

（記述削除）

・2024年以後は２階建ての新ＮＩＳＡに衣替え

363 問題19 4 （1行目） 下線部追加

定期借家契約は公正証書に限らず、公正証書以外の書面または電

磁的記録によっても…

364 Ｐ 定期建物賃貸借（定期借家契約） 下線部追加

・借家契約は公正証書等の書面または電磁的記録により、…

400 問題27 《参考：父母・祖父母等から子・孫への一括贈与の特例》

贈与期限等 「2023年3月まで」を下記に延長

・教育資金 2026年3月まで

・結婚・子育て資金 2025年3月まで

以 上
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